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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 118,558 3.1 3,630 △0.2 3,705 1.8 528 △45.4

22年3月期 115,000 △17.4 3,637 △67.2 3,638 △59.0 967 △72.6

（注）包括利益 23年3月期 △2,029百万円 （―％） 22年3月期 250百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 5.21 5.21 0.5 2.6 3.1
22年3月期 9.54 9.54 0.9 2.5 3.2

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  1百万円 22年3月期  △24百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 138,622 102,241 73.1 998.94
22年3月期 144,347 106,732 73.3 1,043.41

（参考） 自己資本   23年3月期  101,296百万円 22年3月期  105,802百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 6,406 △646 △2,917 27,424
22年3月期 10,934 △1,327 △1,188 25,120

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 2,433 251.5 2.3
23年3月期 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 2,433 460.9 2.4

24年3月期(予想) 6.00 6.00 6.00 6.00 24.00 65.8

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 60,500 1.7 2,600 162.3 2,500 147.4 1,300 807.0 12.82
通期 127,000 7.1 7,000 92.8 6,800 83.5 3,700 600.8 36.49



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

詳細は、15ページ「財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

1株当たり当期純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、18ベージ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 123,072,776 株 22年3月期 123,072,776 株

② 期末自己株式数 23年3月期 21,669,283 株 22年3月期 21,672,513 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 101,402,964 株 22年3月期 101,398,203 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 48,313 △2.0 1,535 217.1 3,024 △19.9 1,121 △4.0

22年3月期 49,306 △28.6 484 △94.4 3,774 △68.0 1,168 △83.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 11.06 11.06
22年3月期 11.52 11.52

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 116,328 106,363 91.4 1,048.91
22年3月期 119,927 107,755 89.9 1,062.68

（参考） 自己資本 23年3月期  106,363百万円 22年3月期  107,755百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続が実施中です。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、2ページ「経営成績に関する分析」の[次期の見通し]を
ご覧ください。 
・決算補足説明資料は平成23年4月26日(火)に当社ホームページに掲載いたします。 
・当社は、平成23年4月27日(水)にアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やかに当社ホームペ
ージに掲載する予定です。 
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１．経営成績 

  

（１）経営成績に関する分析  

  
 [当期の経営成績]  
 当社グループを取り巻く経済環境は、日本においては当期後半ようやく住宅投資の回復がみられるな
ど好転しつつありましたが、期末に発生した東日本大震災により経済全体は大きな打撃を受けました。
海外においては、新興国を中心に回復基調が鮮明になり、欧州地域でも一部の国で停滞がみられたもの
の概ね緩やかな回復傾向を示しました。一方、北米地域では個人消費に回復の兆しがあらわれてきまし
たが、住宅投資は依然として低水準で推移しました。加えて、為替相場につきましても対ユーロ、米ド
ルともに大幅な円高で推移するなど、当社グループにとっては厳しさの残る経営環境となりました。 

  

 このような状況下、当社グループは、日本では東日本大震災の影響で国内生産拠点が操業の一時休止
を余儀なくされ物流面でも困難な状況となり、期末の売上の上積みが図れませんでした。しかしなが
ら、グローバルで販売店ルートの強化、新規顧客の開拓、新製品の積極拡販などに努めた結果、ロシ
ア、インド、中国などの新興国で大きく伸長したのをはじめ、すべての地域で前期を上回る売上高を確
保しました。 

  

 収益面では、中国工場への生産シフトを進めながら、徹底したコスト削減、グローバルでの在庫縮減
など、収益力の強化に積極的に取り組みましたが、大幅な円高や、東日本大震災の影響による国内製品
の供給不足などが営業利益を押し下げる要因となりました。 

 加えて、特別損失として、東日本大震災により被災した建物の修繕費用、機械装置等の復旧費用およ
び工場休業に伴う固定費の回収損等災害による損失１５億８千８百万円などを計上しました。 

 一方、特別利益として、付加価値税修正益１３億５千３百万円などを計上しました。この付加価値税
修正益は、平成22年11月8日に公表した当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する過年度
決算短信の一部訂正において、架空売上に対して支払ったVAT（Value Added Tax:付加価値税）の会計
処理につき各期に費用計上しておりましたが、今般還付が確実となったことから利益計上したもので
す。 

  

 以上の結果、通期での当期連結業績は、売上高１，１８５億５千８百万円（前期比３％増）、営業利
益３６億３千万円（前期比0.2％減）、経常利益３７億５百万円（前期比２％増）、当期純利益５億 

２千８百万円（前期比４５％減）となりました。  
    
［セグメント別状況］ 

①電動工具事業 

 日本においては、当期後半からは住宅投資が上向き需要に力強さが戻ってくるなど好転しつつある
中、積極的な営業活動を展開し、拡大が進むホームセンタールートの取引深耕やアクセサリの拡販など
に努めましたが、期末に東日本大震災の影響を受けたことなどから、売上高は前期比２％の増加にとど
まりました。 

 北米地域においては、米国の住宅投資低迷が続く中、個人消費が緩やかに回復してきたことなどか
ら、集客力のあるホームセンタールートの取引拡大や販売店ルートの新規開拓などに積極的に取り組ん
だ結果、現地通貨ベースでは前期比１０％増の売上高を確保しましたが、円高により円ベースでは前期
比２％の増加となりました。 

 欧州地域においては、南欧が厳しい経済環境にあったものの、ロシア、東欧において経済の回復基調
が鮮明になったことに加え、イギリスで販売力のある大手ホームセンターとの取引拡大が奏功するなど
西欧諸国も堅調に推移し、現地通貨ベースでの売上高は前期比１７％増と高い伸びを示しました。しか
しながら、ユーロが大幅な円高で推移したことから、円ベースでの売上高は前期比１％の増加にとどま
りました。 

 アジア、その他の地域においては、概ね堅調に推移しており、特にインド、中国、タイなどが大きく
伸長したことなどから、売上高は前期比１４％の増加となりました。  
  

 これらの結果当事業の業績は、売上高１，１２８億５千６百万円（前期比３％増）、営業利益１９億
８千５百万円（前期比１％減）となりました。 

  
②ライフサイエンス機器事業 

 日本においては、大学官公庁研究施設での設備投資の手控えや東日本大震災などの影響を受けました
が、インフルエンザワクチン生産用連続超遠心機の拡販やユーザーの更新需要掘り起こしなどに積極的
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に取り組み、前期並みの売上を確保しました。海外においては、北米での超遠心機、冷却遠心機の拡販
などに努めたものの、中国、アジア市場が冷え込み、競争が激化したことなどから、売上は厳しい状況
となりました。 

  

 その結果当事業の業績は、売上高５７億２百万円（前期比１％減）、営業利益１６億４千５百万円
（前期比0.4％増）となりました。 

  
［次期の見通し］ 

 次期の経済環境をみますと、これまで世界経済をけん引してきた新興国は、引き続き高い成長が見込
まれており、欧米の先進国では、国により差はあるものの概ね緩やかながら回復基調で推移するものと
思われます。しかしながら、中東等での政情不安、欧州の財政問題、原油・原材料価格の高騰などが世
界経済に与える影響が懸念され、加えて日本経済における東日本大震災の影響が不透明であることなど
から、先行きは決して予断を許さない状況にあります。 

  
 このような状況下、当社グループは、次のような施策を推進してまいります。 

  

 電動工具事業では、日本において、東日本大震災の影響により一時生産停止を余儀なくされました
が、茨城県にある当社主力工場において３月末には一部生産を再開し４月上旬には全ラインが稼動しま
した。５月以降は震災前の稼動状態に完全復旧する見込みであり、引き続き安定的な生産体制の確保を
図り、今後の被災地復興に向けた製品供給に支障がないよう努めてまいります。 

 一方、成長著しい新興国においては、アジアで市場に適合した製品を数多く投入していくことによっ
て大幅な売上伸長を目指すとともに、ロシアでのさらなる拡販、当期に進出したブラジルでの販売網の
早期構築などを積極的に推進してまいります。また、欧米市場においては、景気回復基調を着実に受注
に結びつけるべく、主要取引先である販売店ルートや集客力のあるホームセンタールートでの取引拡大
などに注力し、売上の拡大を図ってまいります。 

  

 また、市場が大きく、電動、コードレス、エンジンといったさまざまな動力を持つ当社の強みが活か
せるＯＰＥ（※）事業において、多彩な製品ラインアップを拡充し事業展開を加速してまいります。 

 次に、「リチウムの日立」のさらなる確立を図ってまいります。高効率で経済的なブラシレスモー 

ター、業界初の電子パルスドライバやハイブリッド電源など他社に先行している電子制御技術、電池の
長寿命化を実現した独自の多重保護回路など、当社リチウムイオン電池搭載製品の持つ特長を幅広く市
場に浸透させながら、ブランド力を高めてまいります。 

 さらに、市場規模の大きいアクセサリ（消耗部品）におきましても、新たに立ち上げた組織を核とし
て体制の強化を進めるとともに、品揃えを拡充し大幅な売上拡大を図ってまいります。 

   
 ライフサイエンス機器事業においては、新製品のグローバル市場への投入、ワクチン市場での設備投
資案件の確実な取り込み、サービス活動強化による買い替え需要の掘り起こし、海外代理店の支援強
化、材料系等新分野の開拓などを図ることにより、高収益事業としてのさらなる成長を目指してまいり
ます。 

  

 収益面では、中国広州市南沙に新工場を立ち上げるなどの生産強化を図るとともに、リスク分散を考
慮した最適地生産への継続した取り組み、生産効率の向上、徹底した原価低減、在庫の適正化などの諸
施策を強力に推進することにより、収益力のさらなる向上を図ってまいります。 

  

 以上のような各種施策を実行することによって、次期の連結業績は次のとおり見込んでおります。な
お、次期の為替レートは１米ドル８２円、１ユーロ１０８円を前提としております。 

  （単位：百万円）

  
（注）※「ＯＰＥ」とはOutdoor Power Equipment の略で、農林業や園芸などで使われるアウトドア工
   具全般をいいます。   

    

  

  

  

   売上高  営業利益  経常利益 当期純利益  

 平成２４年３月期  １２７，０００ ７，０００ ６，８００ ３，７００
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（２）財政状態に関する分析  

  
 ①資産、負債及び純資産の状況 

 当期末における総資産は、１，３８６億２千２百万円であり、前期末に比べて５７億２千５百万円の
減少となりました。このうち流動資産は１，０８２億９千５百万円であり２０億４千６百万円減少しま
した。これは主に、為替の影響もあり棚卸資産や受取手形および売掛金が減少したことなどによるもの
です。 

 負債は、３６３億８千１百万円であり前期末に比べて１２億３千３百万円減少しました。これは主に
為替の影響もあり借入金が減少したことなどによるものです。 

 純資産は、１，０２２億４千１百万円であり４４億９千１百万円減少しました。これは主に、円高の
影響により為替換算調整勘定が変動したことなどによるものです。 

  
 ②キャッシュフローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純利益や仕入債務の増加などによ
り、６４億６百万円の収入となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出などにより６億４千
６百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、配当金の支払２４億３千１百万円などにより２９億
１千７百万円の支出となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前期末残高から２３億３百万円増加し、２７４億２千
４百万円となりました。 

  
  
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当  

  
 [利益配分に関する基本方針] 
 将来の事業計画、業績・財務状況などを総合的に勘案の上、株主への利益配分および内部留保額を決
定してまいります。また、内部留保資金につきましては、コアとなる製品、技術および合理化設備への
重点投資や事業規模の拡大、シナジー効果が期待できるＭ＆Ａのための資金など、その効率的な配分に
努めます。  
 配当につきましては、株主の皆様への速やか、かつ積極的な利益還元に努めており、四半期配当を実
施しております。また、年間の配当金額につきましては、経営環境の変化、将来の事業計画、業績、財
務状況などを総合的に勘案し、可能な限り安定的な配当の継続に努めてまいります。  

  
 [当期の配当]  
 当社は、配当の基本方針に基づき、当期も株主の皆様への利益還元を実施しております。当期の１株
当たりの配当金は、第１四半期、第２四半期、第３四半期それぞれ６円とし既に支払い済みですが、期
末配当につきましても６円を予定しております。この結果、年間配当は２４円となります。  

  
 [次期の配当]  
 次期は、引き続き積極的な利益還元を目指しながら、より安定的な四半期配当を実施すべく、配当は
第１四半期、第２四半期、第３四半期、期末、それぞれ６円と予想しております。これにより、年間配
当は２４円を見込んでおります。  
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２．企業集団の状況  
  

 当社グループは、当社、子会社51社(非連結子会社１社を含む）および関連会社１社により構成され
ており、主な事業は、電動工具等の製造および販売です。なお、上記のほか、親会社として㈱日立製作
所があり、その主な事業は、電気機械器具他各種製品の製造および販売です。 

 当社グループの主な事業の概略図は次のとおりです。  

 
 （注）１．上記概略図は、平成２３年３月３１日現在のものです。  

２．㈱日工タナカエンジニアリング（※1）の主な事業内容は、エンジン工具の製造および販
売です。  

３．三京ダイヤモンド工業㈱（※2）の主な事業内容は、ダイヤモンド工具（電動工具用アク
セサリ）の製造および販売です。  

４．※3は、関係会社以外の関連当事者です。  
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３．経営方針  
  
（１）会社の経営の基本方針  

  
 当社グループは、ユーザーニーズに適合したイノベイティブで高性能、高品質、かつ顧客満足度の高
い製品およびサービスの提供を通じて社会に貢献することを経営の基本方針とし、グローバル企業とし
て、電動工具等の事業をワールドワイドに展開しています。また、自らも社会の一員として、「基本と
正道」を旨に、コンプライアンスの強化と企業倫理の徹底に努めることにより、社会から信頼される企
業となることを目指しています。 

  
 この基本方針の下、当社グループは、絶えず変動する経営環境の中、その環境変化に迅速に対応しつ
つ、積極果敢な経営施策を実施し、業績の向上、事業の成長性を追求し続けています。今後ますます競
争が激化するマーケットにおいて、当社グループは、グローバルでの熾烈な競争に勝ち抜き、かねてよ
り目標に掲げてきました「世界のメジャープレーヤー」に向かって邁進してまいります。 

  
  
（２）目標とする経営指標  

  
 「世界のメジャープレーヤー」を目指して事業規模の拡大を図る一方、継続的な事業の成長、発展を
実現するためには、収益性の追求は欠かせない要素となります。当社グループは、連結営業利益率 

１０％以上を目標とし、さらなる企業価値の向上のためにたゆまぬ努力を継続してまいります。  
   

  
（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題  

  
  当社グループは、ますます激化するグローバル競争に勝ち抜くための強靭な企業体質を構築すべ
く、営業力、製品開発力、コスト競争力の強化等に取り組み、業績の向上を目指し様々な経営施策を積
極果敢に推進してまいります。特に、現下の厳しい市場環境に鑑み、収益力の改善に向けた諸施策に注
力いたします。 

 また、環境経営を重視し、製造・販売一体となった環境管理の充実を図っていくとともに、事業活動
にかかわる省エネルギー化の強力推進や環境に配慮した製品（エコプロダクツ）の積極展開、廃棄物等
の徹底削減などに取り組んでまいります。 

  
 今後の中長期的な経営戦略および対処すべき課題は、次のとおりです。  

①電動、コードレス、エンジンとさまざまな動力の製品を総合的にラインアップしている当社の強み
を活かした総合ＯＰＥ（※）事業の展開を加速し、事業拡大の柱としてまいります。 

②リチウムイオン電池搭載製品について、高効率で省エネルギーなブラシレスモーターを搭載した製
品をはじめ、幅広いシリーズ展開を推進し、グローバルブランドとしての「リチウムの日立」の確
立に向けて、積極的に取り組んでまいります。 

③電動工具製品と同程度の市場規模があるアクセサリ（消耗部品）分野において、事業基盤を整備し
飛躍的な拡大を目指してまいります。 

④各地域の景気動向やカントリーリスクを的確に見極め、日米欧の主要３市場はもとより、新興国市
場においても、すでに基盤のあるロシア、インド、中国、東南アジア等での拡販に加え、今後成長
が期待できる中南米や中東等において早期に事業基盤を確立し、販売ルートの開拓や深耕等各種営
業施策を積極的かつタイムリーに展開することにより、売上の確保、事業規模の拡大を図ってまい
ります。 

⑤マーケティングの強化により、ユーザーニーズを的確に捉えた競争優位な戦略製品の開発、他社に
ないイノベイティブな製品の開発を推進し、収益力のある新製品の早期市場投入を実現してまいり
ます。さらに、小型、軽量、低振動、低騒音、粉塵飛散軽減等、ユーザーの作業環境改善を志向し
た製品開発を強化し、顧客満足度の高い製品を拡充してまいります。 

⑥中国での生産強化を図るとともに、リスク分散を考慮したグローバル最適地生産体制を確立してま
いります。あわせて国内、海外の生産拠点において、たゆまぬ生産効率の向上や原価低減の徹底推
進等コスト競争力の強化を図ることにより、収益の確保と安定的な製品供給体制を追求してまいり
ます。 

⑦Ｍ＆Ａやアライアンスを重要な戦略の一つとして位置づけ、当社の推進している電動工具事業、総
合OPE事業、アクセサリ事業において、迅速な規模の拡大を図るべく引き続き検討してまいりま
す。 
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⑧ライフサイエンス機器事業におきましては、当社の持つ高い技術力を活かした高付加価値製品を材
料系市場等新分野へも展開することにより規模の拡大を図るとともに、高収益事業としてさらなる
成長を図ってまいります。 

  

（注）※「ＯＰＥ」とは、Outdoor Power Equipmentの略で、農林業や園芸などで使われるアウトド 

   ア工具全般をいいます。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,922 9,383

預け金 15,197 18,041

受取手形及び売掛金 35,985 34,465

たな卸資産 43,955 41,091

繰延税金資産 3,799 3,014

その他 2,135 3,031

貸倒引当金 △655 △730

流動資産合計 110,341 108,295

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 32,023 29,486

減価償却累計額 △20,572 △19,448

建物及び構築物（純額） 11,450 10,038

機械装置及び運搬具 39,914 37,859

減価償却累計額 △34,609 △33,579

機械装置及び運搬具（純額） 5,305 4,280

土地 3,420 2,768

その他 10,645 11,797

減価償却累計額 △8,615 △9,801

その他（純額） 2,029 1,996

有形固定資産合計 22,206 19,082

無形固定資産   

のれん 4,989 4,656

その他 1,825 1,489

無形固定資産合計 6,814 6,145

投資その他の資産   

投資有価証券 1,216 1,056

繰延税金資産 1,460 1,794

その他 2,308 2,250

投資その他の資産合計 4,985 5,100

固定資産合計 34,005 30,327

資産合計 144,347 138,622
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,267 8,519

短期借入金 14,448 12,393

未払費用 6,955 6,544

未払法人税等 591 798

役員賞与引当金 90 70

災害損失引当金 － 318

資産除去債務 － 40

その他 3,370 3,253

流動負債合計 33,724 31,935

固定負債   

退職給付引当金 3,009 3,085

役員退職慰労引当金 487 353

資産除去債務 － 237

その他 392 771

固定負債合計 3,889 4,446

負債合計 37,614 36,381

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,813 17,813

資本剰余金 21,557 21,558

利益剰余金 89,000 87,097

自己株式 △13,635 △13,633

株主資本合計 114,735 112,835

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △81 △166

為替換算調整勘定 △8,851 △11,373

その他の包括利益累計額合計 △8,932 △11,539

少数株主持分 930 945

純資産合計 106,732 102,241

負債純資産合計 144,347 138,622
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 115,000 118,558

売上原価 72,094 75,536

売上総利益 42,905 43,022

販売費及び一般管理費 39,267 39,392

営業利益 3,637 3,630

営業外収益   

受取利息 191 245

受取配当金 17 18

不動産賃貸料 570 609

貸倒引当金戻入額 15 4

その他 226 324

営業外収益合計 1,020 1,200

営業外費用   

支払利息 364 301

為替差損 117 267

持分法による投資損失 24 －

固定資産除却損 68 70

不動産賃貸費用 278 289

その他 167 198

営業外費用合計 1,019 1,125

経常利益 3,638 3,705

特別利益   

固定資産売却益 656 393

投資有価証券売却益 214 －

付加価値税修正益 － 1,353

特別利益合計 870 1,746

特別損失   

訴訟和解金 － 239

過年度決算訂正関連費用 － 390

災害による損失 － 1,588

付加価値税修正損 698 －

その他 － 133

特別損失合計 698 2,350

税金等調整前当期純利益 3,810 3,101

法人税、住民税及び事業税 1,441 1,979

法人税等調整額 1,335 498

法人税等合計 2,776 2,477

少数株主損益調整前当期純利益 － 624

少数株主利益 66 96

当期純利益 967 528
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（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 624

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △85

為替換算調整勘定 － △2,568

その他の包括利益合計 － △2,653

包括利益 － △2,029

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － △2,079

少数株主に係る包括利益 － 50
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 17,813 17,813

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,813 17,813

資本剰余金   

前期末残高 21,555 21,557

当期変動額   

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 21,557 21,558

利益剰余金   

前期末残高 90,506 89,000

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 967 528

在外子会社の米国会計基準適用に伴う減少
額

△40 －

当期変動額合計 △1,506 △1,903

当期末残高 89,000 87,097

自己株式   

前期末残高 △13,642 △13,635

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 10 3

当期変動額合計 7 1

当期末残高 △13,635 △13,633

株主資本合計   

前期末残高 116,233 114,735

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 967 528

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 11 4

在外子会社の米国会計基準適用に伴う減少
額

△40 －

当期変動額合計 △1,497 △1,900

当期末残高 114,735 112,835
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △21 △81

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 △85

当期変動額合計 △59 △85

当期末残高 △81 △166

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △9 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 －

当期変動額合計 9 －

当期末残高 － －

為替換算調整勘定   

前期末残高 △8,138 △8,851

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △712 △2,522

当期変動額合計 △712 △2,522

当期末残高 △8,851 △11,373

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △8,169 △8,932

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △763 △2,607

当期変動額合計 △763 △2,607

当期末残高 △8,932 △11,539

少数株主持分   

前期末残高 972 930

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △42 15

当期変動額合計 △42 15

当期末残高 930 945

純資産合計   

前期末残高 109,036 106,732

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 967 528

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 11 4

在外子会社の米国会計基準適用に伴う減少額 △40 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △805 △2,592

当期変動額合計 △2,303 △4,491

当期末残高 106,732 102,241
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 3,810 3,101

減価償却費 3,919 3,566

退職給付引当金の増減額（△は減少） 201 99

受取利息及び受取配当金 △208 △263

支払利息 364 303

有形固定資産売却損益（△は益） △657 △390

売上債権の増減額（△は増加） △2,057 △1,632

たな卸資産の増減額（△は増加） 7,362 583

仕入債務の増減額（△は減少） △2,677 2,038

未払金の増減額（△は減少） △224 346

未払費用の増減額（△は減少） 418 △175

その他 1,227 479

小計 11,478 8,055

利息及び配当金の受取額 208 263

利息の支払額 △367 △296

特別退職金の支払額 △391 －

法人税等の還付額 1,987 271

法人税等の支払額 △1,981 △1,887

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,934 6,406

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △608 －

投資有価証券の売却による収入 446 13

有形固定資産の取得による支出 △1,789 △1,627

有形固定資産の売却による収入 787 1,105

無形固定資産の取得による支出 △291 △190

その他 127 53

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,327 △646

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,124 △943

長期借入れによる収入 － 539

自己株式の取得による支出 △2 －

自己株式の売却による収入 11 4

配当金の支払額 △2,436 △2,431

その他 114 △86

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,188 △2,917

現金及び現金同等物に係る換算差額 12 △540

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,431 2,303

現金及び現金同等物の期首残高 16,688 25,120

現金及び現金同等物の期末残高 25,120 27,424
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 該当事項はありません。 

  

    ①連結子会社の事業年度等に関する事項の変更 

従来、12月末日又は２月末日を決算日としている連結子会社10社は、連結決算日との差異が３ヶ月以内であるた 

め、当該連結子会社の決算日の財務諸表に基づき連結財務諸表を作成し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては必要な調整を行っておりました。 

今般、より適切な経営情報を把握するため、当該連結子会社10社について仮決算又は決算期の変更の検討を進めた

結果、実務上の対応が可能となったため、当連結会計年度より、広東日立工機有限公司他２社については、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用する方法に変更し、また、(株)日工タナカエンジニアリング他

６社については決算日を３月31日に変更しております。 

この結果、広東日立工機有限公司他２社については、平成22年１月１日から平成23年３月31日までの15ヶ月の財務

諸表、(株)日工タナカエンジニアリング他６社については平成22年３月１日から平成23年３月31日までの13ヶ月の

財務諸表を連結しております。  

       

   ②資産除去債務に関する会計基準の適用 

   当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産 

      除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。

   当社及び連結子会社では、不動産賃借契約に係る原状回復義務及びPCB等の有害物質含有資産の除去義務に関して 

   資産除去債務を計上しております。これによる損益への影響は軽微であります。  

     

      

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項、

リース取引、税効果会計、金融商品、退職給付、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、賃貸等不動産

に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しておりま

す。 

  

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)  

①包括利益  

              包括利益           250百万円 

               (内訳)  

                           親会社株主に係る包括利益   205 

              少数株主に係る包括利益     45 

          

    

②その他の包括利益 

              その他有価証券評価差額金   △59百万円 

              繰延ヘッジ損益          9 

              為替換算調整勘定       △733 

              その他の包括利益  

                            計              △783  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

[会計処理の原則・手続き、表示方法等の変更の概要]

注記事項

（開示の省略）

（連結包括利益計算書関係）
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1. 報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源 

  の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。 

  当社は、製品・サービス別に国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

   したがって、当社は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「電動工具事業」、「ライフサイ 

  エンス機器事業」の２つを報告セグメントとしております。 

  「電動工具事業」は、電動工具等を製造、販売しております。「ライフサイエンス機器事業」は超遠心機、 

  冷却遠心機等のライフサイエンス機器を製造、販売しております。 

  

2. 報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報   

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）         

       (注)１.  セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益であります。  

      ２.  各事業区分の主要製品  

  

3. 地域別売上高に関する情報  

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）  

(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。                   

  

(セグメント情報等)

  

  

報告セグメント  

  
調整額 

(百万円) 

  

合計   

(百万円)  

(注1) 

電動工具 

(百万円) 

ライフ 

サイエンス 

機器 

(百万円) 

小計 

(百万円) 

 売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 112,856 5,702 118,558  ― 118,558 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 112,856 5,702 118,558 ― 118,558 

 セグメント利益 1,985 1,645 3,630 ― 3,630 

  主要製品 

電動工具 

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、 

空気工具（釘打機・ネジ打機・釘打機用コンプレッサ）、木工機械、 

エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、レーザー測定具 

(墨出し器・距離計)、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品） 

ライフサイエンス機器 超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用連続超遠心機 

 日本 

（百万円）  

アジア  

(百万円)  

ヨーロッパ 

(百万円)  

 北アメリカ 

(百万円)  

その他  

(百万円)  

 合計 

(百万円)  

37,544 9,508 40,944 23,568 6,994 118,558 
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[参考情報] 

(1)報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報  

  前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  (注)１. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益であります。 

    ２. 各事業区分の主要製品 

  

(2)地域別売上高に関する情報  

  前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

(注)売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

  

  

報告セグメント  

  
調整額 

(百万円) 

  

合計   

(百万円)  

(注１) 

電動工具 

(百万円) 

ライフ 

サイエンス 

機器 

(百万円) 

小計 

(百万円) 

 売上高           

 (1) 外部顧客に対する売上高 109,222 5,778 115,000  ― 115,000 

 (2) セグメント間の内部 

   売上高又は振替高 
― ― ― ― ― 

計 109,222 5,778 115,000 ― 115,000 

 セグメント利益 1,999 1,638 3,637 ― 3,637 

  主要製品 

電動工具 

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、建設用電動工具、 

空気工具（釘打機・ネジ打機・釘打機用コンプレッサ）、木工機械、 

エンジン工具、園芸用工具、家庭用電動工具、集じん機、レーザー測定具 

(墨出し器・距離計)、アクセサリ（ダイヤモンド工具、その他消耗部品） 

ライフサイエンス機器 超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用連続超遠心機 

 日本 

（百万円）  

アジア  

(百万円)  

ヨーロッパ 

(百万円)  

 北アメリカ 

(百万円)  

その他  

(百万円)  

 合計 

(百万円)  

36,802 8,205 40,670 22,707 6,613 115,000 
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  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

      

  

  

  

 該当事項なし。 

(１株当たり情報)

    （前連結会計年度）   （当連結会計年度） 

  一株当たり当期純利益         

    当期純利益 967 百万円  528 百万円

    普通株主に帰属しない金額 －    －  

    普通株式に係る当期純利益 967    528  

    普通株式の期中平均株式数 101,398 千株   101,402 千株 

            

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益         

    当期純利益調整額 －    －  

    普通株式増加額 2 千株   － 千株 

    (うち新株予約権) 2             －  

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,743 1,613

関係会社預け金 12,735 15,366

受取手形 436 329

売掛金 17,080 15,601

商品及び製品 9,133 5,770

仕掛品 1,141 1,176

原材料及び貯蔵品 389 387

未収入金 238 380

関係会社短期貸付金 10,319 7,994

繰延税金資産 1,275 1,963

その他 151 148

貸倒引当金 △1,802 △39

流動資産合計 52,843 50,693

固定資産   

有形固定資産   

建物 23,311 20,837

減価償却累計額 △14,844 △13,524

建物（純額） 8,466 7,313

構築物 2,524 2,515

減価償却累計額 △1,903 △1,942

構築物（純額） 620 572

機械及び装置 28,608 26,799

減価償却累計額 △25,170 △24,029

機械及び装置（純額） 3,437 2,770

車両運搬具 545 506

減価償却累計額 △467 △462

車両運搬具（純額） 77 44

工具、器具及び備品 4,648 5,332

減価償却累計額 △4,138 △4,927

工具、器具及び備品（純額） 509 404

土地 1,807 1,798

建設仮勘定 5 9

有形固定資産合計 14,925 12,913

無形固定資産   

のれん 45 43

施設利用権 3 2

ソフトウエア 1,241 999

無形固定資産合計 1,291 1,045

投資その他の資産   

投資有価証券 1,054 889

関係会社株式 46,940 47,689

従業員に対する長期貸付金 350 261

繰延税金資産 1,163 1,417

その他 1,359 1,418

投資その他の資産合計 50,867 51,676

固定資産合計 67,084 65,635

資産合計 119,927 116,328
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,476 2,610

未払金 682 947

未払費用 2,502 2,298

災害損失引当金 － 312

未払法人税等 191 28

預り金 444 933

役員賞与引当金 90 70

その他 － 203

流動負債合計 7,387 7,404

固定負債   

退職給付引当金 2,168 2,159

役員退職慰労引当金 471 331

関係会社支援損失引当金 2,144 －

資産除去債務 － 68

固定負債合計 4,784 2,560

負債合計 12,171 9,965

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,813 17,813

資本剰余金   

資本準備金 21,388 21,388

その他資本剰余金 168 169

資本剰余金合計 21,557 21,558

利益剰余金   

利益準備金 3,080 3,080

その他利益剰余金 79,015 77,703

別途積立金 35,300 35,300

繰越利益剰余金 43,715 42,403

利益剰余金合計 82,096 80,784

自己株式 △13,635 △13,633

株主資本合計 107,832 106,522

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △76 △159

繰延ヘッジ損益 － －

評価・換算差額等合計 △76 △159

純資産合計 107,755 106,363

負債純資産合計 119,927 116,328
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 49,306 48,313

売上原価   

製品売上原価 32,646 30,630

売上総利益 16,659 17,683

販売費及び一般管理費 16,175 16,147

営業利益 484 1,535

営業外収益   

受取利息 136 112

受取配当金 2,875 1,190

不動産賃貸料 576 625

その他 54 29

営業外収益合計 3,643 1,957

営業外費用   

支払利息 0 2

固定資産除却損 50 63

為替差損 8 86

賃貸不動産維持費 275 291

その他 17 25

営業外費用合計 353 468

経常利益 3,774 3,024

特別利益   

土地売却益 318 352

投資有価証券売却益 214 －

特別利益合計 532 352

特別損失   

関係会社株式評価損 967 640

貸倒引当金繰入額 762 19

関係会社支援損失引当金繰入額 958 －

災害による損失 － 1,546

過年度決算訂正関連費用 － 361

訴訟和解金 － 238

債権放棄損 － 23

その他 － 60

特別損失合計 2,689 2,890

税引前当期純利益 1,618 486

法人税、住民税及び事業税 573 250

法人税等調整額 △124 △886

法人税等合計 449 △635

当期純利益 1,168 1,121
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 17,813 17,813

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 17,813 17,813

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 21,388 21,388

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 21,388 21,388

その他資本剰余金   

前期末残高 166 168

当期変動額   

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 168 169

資本剰余金合計   

前期末残高 21,555 21,557

当期変動額   

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 21,557 21,558

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,080 3,080

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,080 3,080

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 35,300 35,300

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 35,300 35,300

繰越利益剰余金   

前期末残高 44,980 43,715

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 1,168 1,121

当期変動額合計 △1,264 △1,311

当期末残高 43,715 42,403

利益剰余金合計   

前期末残高 83,361 82,096

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 1,168 1,121

当期変動額合計 △1,264 △1,311
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当期末残高 82,096 80,784

自己株式   

前期末残高 △13,642 △13,635

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 10 3

当期変動額合計 7 1

当期末残高 △13,635 △13,633

株主資本合計   

前期末残高 109,088 107,832

当期変動額   
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 1,168 1,121

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 11 4

当期変動額合計 △1,255 △1,309

当期末残高 107,832 106,522

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △16 △76

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △59 △82

当期変動額合計 △59 △82

当期末残高 △76 △159

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △9 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 9 －

当期変動額合計 9 －

当期末残高 － －

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △26 △76

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50 △82

当期変動額合計 △50 △82

当期末残高 △76 △159

純資産合計   

前期末残高 109,062 107,755

当期変動額   

剰余金の配当 △2,433 △2,433

当期純利益 1,168 1,121

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 11 4

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50 △82

当期変動額合計 △1,306 △1,392

当期末残高 107,755 106,363
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 該当事項なし。 

  

(4）継続企業の前提に関する注記
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 ６．その他  

（１）役員の異動 

  ① 代表取締役の異動 

    該当事項はありません。 

  

  ② その他の役員の異動 

   ・新任取締役候補 

     取締役   田中 洋一郎（現 国際営業本部 副本部長） 

     取締役   佐久間 正一（現 Hitachi Power Tools Europe GmbH 社長） 

     社外取締役 木村 一義 （現 ＳＭＢＣ日興証券株式会社 顧問） 

   ・退任予定取締役 

     専務取締役 肥田 恒行（特命顧問 就任予定） 

     取締役   石塚 高士（監査役 就任予定） 

   ・新任監査役候補 

     監査役  （常 勤） 石塚 高士（現 取締役） 

     社外監査役（非常勤） 三好 崇司（現 株式会社日立製作所 代表執行役 執行役副社長）

     社外監査役（非常勤） 西岡 宏明（現 株式会社日立製作所 財務統括本部 財務三部長）

   ・退任予定監査役 

     監査役  （常 勤） 竹内 正文 

     社外監査役（非常勤） 八丁地 隆 

     社外監査役（非常勤） 宇野 俊一 

  

  ③ 就任予定日 

    平成２３年６月２８日  

  以 上 
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